社会福祉法人○○会○○施設消防計画
第１章　総則
　第１節  目的
（目　的）
第１条  この計画は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）第８条第１項の規定に基づき、○○施設（以下「施設」という。）における防火管理業務ならびに地震防災対策について必要な事項を定めて、火災、震災、その他の災害の予防ならびに施設入所者、職員等の生命および財産に対する被害の軽減防止を図ることを目的とする。
　
第２節  防火管理者の権限および業務
（防火管理者の権限）
第２条  防火管理者は、施設における防火管理業務にかかる、この計画についての一切の権限を有するものとする。
（防火管理者の業務）
第３条  防火管理者は、次の業務を行うものとする。
　（１）消防計画の検討および変更
　（２）消火、通報、避難および避難誘導の訓練の実施
　（３）消防用設備等の点検、整備の実施および監督
　（４）建築物、火気使用設備機器、危険物施設等の検査の実施および監督
　（５）火気の使用または取り扱いに関する指導監督
　（６）収容人員の管理
　（７）その他防火管理上必要な業務
（消防機関への報告等）
第４条  防火管理者は、次の業務について消防機関への報告および連絡を行うものとする。
　（１）消防計画（内容の変更を含む。）の提出
　（２）建物および諸設備の設置または変更時の事前連絡および法令に基づく諸手続き
　（３）消防用設備等の点検結果の報告
　（４）消防用設備等の点検および火災予防上必要な検査の指導の要請
　（５）教育訓練実施時における指導の要請
　（６）その他法令に基づく報告および防火管理について必要な事項
（消防計画の適用範囲）
第５条  当施設に出入りするすべての者に、この消防計画を適用するものとする。
　
第３節  火気使用制限等
（工事人等の遵守事項）
第６条  当施設内で工事を行う者は、次の事項を遵守しなければならない。
　（１）溶接、その他火気等を使用する作業計画を防火管理者へ提出するほか、作業の実施に当たっては、必要な指示を受けること。
　（２）火気等を使用する作業にあっては、消火器等を配置すること。
　（３）指定された場所以外では、喫煙、焚き火等を行わないこと。
　（４）危険物類の使用は、その都度、防火管理者の承認を得ること。
　（５）火気の管理は、作業責任者が責任を負うこと。
（防火管理者への連絡）
第７条  施設において、次の行為を行おうとする者は、防火管理者へ連絡し、許可を得るものとする。
　（１）臨時に火気を使用するとき。
　（２）建築物および各種設備器具を設置、または変更するとき。
　（３）催し物を開催するとき。
　

第４節  防火管理委員会
（火気の使用制限）
第８条  防火管理者は、次の事項を行うことができる。
　（１）火災警報または地震警戒宣言発令時の火気使用の禁止または制限
　（２）喫煙禁止場所あるいは喫煙場所の指定
（防火管理委員会）
第９条　防火管理業務、地震防災業務の適切な実施を図るため、防火管理、地震防災上の基本的な事項を審議する防火管理委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
２　委員会の委員長は、施設長とする。
（委員会の開催）
第10条　委員会は、定例会と臨時会とし、定例会は毎四半期に１回、臨時会については委員長が必要と認める時に開催する。
（委員会の審議事項）
第11条　委員会は、次の各号について審議検討する。
　（１）消防計画の作成および変更に関すること。
　（２）消防用設備の維持管理および改善強化に関すること。
　（３）自衛消防組織の編成および活動に関すること。
　（４）火災予防上および震災防災上必要な教育および訓練に関すること。
　（５）施設の耐震化および設備、備品等の安全対策に関すること。
　（６）食料、飲料水、医薬品等の備蓄および応急復旧用資機材等の整備に関すること。
　（７）避難地および避難経路の指定等の避難誘導に関すること。
　（８）その他防火管理および地震防災に関すること。
　　
第２章  予防管理対策
　第１節  予防管理組織等
　（予防管理組織）
第12条　常時の火災予防および地震時の出火予防を図るため、防火管理者のもとに防火担当責任者および火元責任者を置く。
２　消防用設備、避難誘導設備その他の消防施設について、適正な管理と機能保全のため点検検査責任者を置く。
３　前２項の編成および任務は、別表１のとおりとする。
（防火担当責任者の業務）
第13条  防火担当責任者は、次の業務を行うものとする。
　（１）施設内の火元責任者に対する業務の指揮および監督
　（２）防火管理者の補佐
（火元責任者の業務）
第14条　火元責任者は、次の業務を行うものとする。
　（１）日常における火気使用設備器具等の使用状態の適否の確認およびその他火気管理
（２）地震動時における火気使用設備器具等の自動消火および自動停止等安全装置の作動確認または消火
　（３）防火担当責任者の補佐
　
　第２節　建物等の自主点検検査
（建物等の自主点検検査）
第15条　建物、消防用設備、火気使用設備器具、危険物施設等の検査を実施するときは、別に定める検査票により実施するものとする。
（自主点検検査の結果報告）
第16条　前条の点検検査を実施したときは、その結果を防火管理者を経て施設長に報告するものとする。
２　施設長は、点検検査の結果を１年に１回所轄消防署に報告するものとする。
（改善措置および記録の保存）
第17条　防火管理者は、前条の点検検査報告に基づき改善を要する事項があるときは、改善計画について施設長に助言し、施設長は改善計画について理事長に報告するとともに、その促進を図るものとする。
２　防火管理者は、点検検査の結果を施設台帳に記録し、保存しなければならない。
　　　
　第３節　震災予防措置
（震災予防措置）
第18条　震災予防措置については、第２章に規定するもののほか、次によるものとする。
　（１）事前措置  震災に対する事前措置のため各種設備器具の点検検査は、第15条による点検検査とあわせて行うほか、次の事項について実施するものとする。
1 建築物の倒壊、避難通路等の避難障害の防止ならびに消防用設備等および消防活動上必要な施設に対する安全性の確認
2 火気使用設備器具等の転倒、落下防止ならびに自動消火装置についての安全性の確保
3 危険物施設における危険物品等の転倒、落下、浸水等による発火防止および油送管等の緩衝装置の安全性の確保
4 震災時における消火、避難誘導、情報収集等の体制の整備
5 震災時に必要な食料、飲料水、医薬品等の備蓄および応急対応資機材の整備状況緊急用品の備蓄  
（２）震災発生に際して、緊急に必要となる食料、飲料水、医薬品等および応急対応資機材として備蓄する用品は、別表２のとおりとする。
第４節　防火・防災教育
（防火・防災教育の実施）
第19条　施設長および防火管理者は、職員、入所者に対して、必要な防火・防災教育を行うものとする。
　（１）職員に対する教育　　　　職員研修時および訓練時
　（２）新任職員に対する教育　　新任職員研修時
　（３）入所者に対する教育　　　入所時および訓練時
２　防火・防災教育は、次の各号について行うものとする。
　（１）消防計画および防火管理体制の周知徹底
　（２）防火管理上の遵守事項ならびに各自の任務および責任の周知徹底
　（３）安全な作業に関する基本的事項
　（４）災害対策に関する事項
　（５）地震および地震災害についての基礎的な知識
　（６）地震警戒宣言の性格およびこれに基づきとられる措置の内容
（７）地震警戒宣言が発令された場合および地震が発生した場合に入所者および職員が具体的にとるべき行動
　（８）その他火災予防および地震防災について必要な事項
３　防火管理者は、消防機関等が行う講演会、研修会等に参加するとともに、必要に応じて職員、入所者に対する防火・防災講演会等を随時開催するものとする。
（意識啓発）
第20条　防火管理者は、職員、入所者に対する防火思想の普及のため、火災予防運動期間中、防火ポスターを掲示するとともに、必要に応じてパンフレット等の啓発資料を職員、入所者に配布するものとする。
第３章　自衛消防防災活動対策
　第１節　自衛消防防災組織
（自衛消防隊の設置）
第21条　火災、震災その他の事故発生による被害を最小限度にとどめるため、自衛消防隊を置く。
２　自衛消防隊の組織編成ならびに、その主たる任務は、別表３のとおりとする。
（隊長および副隊長）
第22条自衛消防隊に隊長および副隊長を置き、隊長は施設長を、副隊長は防火管理者をもって充てる。
２　隊長は、自衛消防隊が行う火災、震災、その他の災害活動等における指揮、命令、監督等の一切の権限を有する。
　　　　
第２節　自衛消防防災活動
（火災時の活動）
第23条　火災時の活動は、前２条によるほか、次の各号について行うものとする。
　（１）組織編成による役割分担に基づき、各班の活動を行う。
　（２）電灯の消灯、ガスの消火措置を講じて延焼の拡大防止を図るものとする。
　（３）入所者の身元引受人への引継は、身元引受人が直接施設または避難場所へ引き取りに来た場合のみ行うものとする。
（地震時の活動）
第24条　地震時の活動は、前条によるほか、次の各号について行うものとする。
　（１）火元責任者は、地震発生後直ちに火元の点検、ガス漏れの有無の確認等を行い、発火の防止に万全を期すとともに、発火の際には前条により、消火に努めるものとする。
　（２）○○班は、地震発生後直ちに入所者の安全確認を行うとともに、施設設備の損壊状況を調査し、隊長に報告するものとする。また、隊長の指示に従い、入所者に現在の状況を連絡し、不必要な不安・動揺を与えないようにするものとする。
　（３）隊長は、施設の損壊状況、市町村警戒本部または災害対策本部からの情報等から判断して、○○班を指示し、必要に応じて入所者を避難場所に避難させるものとする。
　（４）入所者の身元引受人への引継は、身元引受人が直接施設または避難場所へ引き取りに来た場合のみ行うものとする。
第３節  訓練の実施等
（訓練の実施）
第25条　防火管理者は、訓練計画表（別表４）に基づき、訓練を行うものとする。
２　防火管理者は、訓練を実施する場合に必要と認める場合は、消防機関の指導を要請するものとし、また、地域の自主防災組織の参加を要請することができるものとする。
３　防火管理者は、訓練を実施する場合は、実施場所、訓練種別、訓練概要、参加人員、その他必要事項を記載した「消防防災訓練実施計画書」（別表５）を作成して、所轄消防機関に通知するものとする。
４　防火管理者は、訓練を実施した場合は、「消防防災訓練実施記録」（別表６）を作成し、保管するものとする。
（避難経路図等の作成）
第26条　防火管理者は、自衛消防防災活動が円滑に行われるよう、避難経路図等必要な図面を作成し、隊員および職員に周知させておくものとする。
第４章  補則
（補則）
第27条　この計画に定めるもののほか、防火・防災管理業務に関し必要な事項は、防火管理者が施設長と協議して定める。
　　附　則
　この計画は、　　年　　月　　日から実施する。
別表１
予　防　管　理　組　織
                  防火管理担当          火元責任者           防火担当区域
                  責　任　者
                    ○　◯

  ○　○

事務室、施設長室、宿直室、
                                          　　　　　更衣室、便所
 　　　　　　　　　 ○　○         ○　○             食堂、配膳室、調理室、
　  施    防                                      　　物置、休養室、
    　    火






　　　　　　　　　  ○　○         ○　○             各居室、リネン室、洗濯室、
　　設　　管
                                         仮眠室、便所、介護材料室
                                           　　　　　　
    　    理






 　　　　　　　　　 ○　○         ○　○             看護師室、静養室、医務室
    長    者                                           　
 　　　　　　　　　 ○　○         ○　○             在宅介護相談室、在宅介護
                                         　　　　　　 機器展示室
 　　　　　　　　　 ○　○         ○　○             ディサービスセンター、
                                           　　　　　 介護者休養室、便所、
                    ○　○         ○　○            　○　○
別表２
                    　　  緊急用品備蓄リスト
  １  食料、飲料水
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  ２  燃料、日用品
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  ３  資機材等
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    ※救急カバン収納品
    ※非常バック収納品
別表３（その１  平日の昼間）
自衛消防隊の組織編成ならびに主たる任務
        　  分　担  　    責任者      隊　員        任　務
            指揮班　　　　○○　　　　○○　　　　①指揮所を○○に設置、活動の把握、

　                                    　　　　消防隊との連絡
　　　　　　通信連絡班　　 ○○　　    ○○　      ①消防機関へ通報、施設内への周知
自 　自                   　                   　  ②被害状況および震災情報の把握
衛   衛                   　                       ③市町村警戒本部、警察署との連絡
消   消








防   防　　 消火班     　  ○○        ○○        ①施設内に設置の消火器による初期
隊 　隊

                                    　消火作業
長   副                                            ②防火戸、防火シャッターの操作
　   隊








施   長     避難誘導班     ○○        ○○        ①避難者の誘導および不明者の捜索
　 　　       　                                   ②消防隊の誘導、障害物の除去
設   防         　                                 ③○○への避難所設置
長   火     搬出班         ○○        ○○        ①重要書類等の搬出
          　                                    　 ②搬出物の保全
     管








            救護班         ○○        ○○        ①○○に救護所を設置
     理                                        　  ②負傷者の応急手当、救急隊への連絡、
                                                　　病院等への移送
     者








    　　    応急物資班     ○○        ○○        ①食料、飲料水、応急復旧資材等の確保
           　                                      ②炊き出しおよび飲料水の供給
            ○○班         ○○      　○○
別表３（その２  休日および夜間）
自衛消防隊の組織編成ならびに主たる任務
          　 分　担    　責任者     隊　員   任　務
　          通報連絡係　　　 日直者　　　○　○　　 ①消防機関への通報、施設内への周知
　　　　　　　　             当直者　            　 ②関係者への通報連絡
   休









   日
 　　初期消火係　　　 休日・夜　　○　○　　 ①施設内に設置の消火器による初期
間勤務者                 消火作業
   夜　　　　　　　　        　　　　　　　         ②防火戸、防火シャッターの操作
   間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
   の


   防










   火       避難誘導係　　   休日・夜　　○　○　　 ①避難者の誘導および不明者の捜索
   管　　　　　              間勤務者               ②○○への避難所設置
   理


   責







   任       消防隊誘導係  　 日当直者    ○　○     ①消防隊の誘導、障害物の除去
   者       　               夜間勤務者    　　　　 ②重要書類等の搬出と保全
※関係者への通報連絡先
       消防機関への通報
       職員への非常招集
       近隣住民への応援依頼等
別表４
訓　練　計　画　表
	訓練種別
	訓　　　　練　　　　内　　　　容
	訓練時期
	

	
	
	
	

	総合訓練
	消火、通報、避難誘導および救護を連携して行う訓練
	毎年  月
	

	
	
	
	

	部分訓練
	消火、通報、避難誘導および救護を個々に行う訓練
	年    回
	

	
	
	
	

	基礎訓練
	屋内消火栓操作法、消火活動に使用する設備器具等
の取扱い訓練
	
	

	
	
	
	

	図上訓練
	各隊員による机上で行う訓練
	
	

	
	
	
	


· 各訓練について、別に定める訓練実施要領により行うものとし、訓練実施記録を作成して、保管するものとする。
別表５
消防防災訓練実施計画書
　　　　　　　                                      

消防署長　殿
                                             防火管理者　氏名                印 
                                             管理権原者　氏名                印 
消防法施行規則第３条第７項の規定により通知します。
	防
火
対
象
物
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
	
	

	
	令別表第１に
 eq \o\ad(掲げる区分,　　　　　　)
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	名　 　 　称
	                                　   （電話　　　　　　　番）
	

	
	
	
	

	
	 eq \o\ad(収容人員,　　　　　　)
	
	

	日　　　　時
	年　　月　　日　　　　時　　分から　　時　　分まで
	

	 eq \o\ad(訓練の種別,　　　　　　)
	避難訓練・総合訓練・その他（　　　　　　　　）
	

	 eq \o\ad(参加人員,　　　　　　)
	
	

	 eq \o\ad(訓練の概要,　　　　　　)
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	＊　受　付　欄
	＊　　　経　　　過　　　欄
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


別表６
消防防災訓練実施記録
	
	訓　練　日　時
	年   　月   　日
	天　　　候
	担　　　当
	

	
	
	
	晴・曇・雨
	
	

	
	
	午前・午後   時   分～
	
	
	

	
	夜　間　想　定
	有            ・           無
	

	
	参　加　人　数
	入所者（児）        名      ・ 職員     　 名
	

	
	
	１ 総合訓練（                                            ）
	

	
	
	２ 避難訓練（                                            ）
	

	
	
	３ 消火訓練（                                            ）
	

	
	
	４ 通報訓練（                                            ）
	

	
	
	５ 地震訓練（                                            ）
	

	
	
	６ そ の 他（                                            ）
	

	
	
	
	

	
	
	 ＊消防署の立ち合い（有・無） ＊近隣住民の協力（有・無）
	

	
	
	 ＊出火等想定場所（                                       ）
	

	
	避難等所要時間
	
	

	
	反　　省　　点
講　　　　　評
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※１　児童福祉施設にあっては、避難訓練および消火訓練について毎月１回以上実施すること。
  ２  その他の入所施設にあっては、避難訓練および消火訓練について年２回以上実施することとし、うち１回は夜間または夜間想定訓練とすること。
